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論文内容の要旨
1985年4月1日， 日本均売公社(以下，専売公社)は， I::l/f;，:たばこ産業株式会社(以下， JT)に民営北
された。同日の円本電信電話公社(以下，電電公社)から日本電信電話株式会社(以下.NTT)に続いて，
1987年4月1臼には日本国有鉄道(以下，国鉄)が旅存会社や貨物会社(以下JR各社)へと分割・民省化
されたじ一連の主公社民常化が断行されて以来.すでに10余年が経過した。民営化後の状況も一定の杷握
がliJ能で，しかも民間企業や制人によるJT株式の所有も一定程度進行している今1:1.民営化前後の成果の
検証も可能ではないかと思われるの
木梢で専売公社を取り上げる理由は.次のとおりであるc て公社民営化問題の主戦場が国鉄と電電公社
にあったわけだが，自.腸的存イ1:，とまで評された専売公社にも解決されるべき問題がなかったとはいえない
からであるc その問題とは，専売という規制が緩和または-部で撤廃されたとはいえ，江ぜ日本でタバコ
は自由に売買されていないのかという点が基本にあるυ
以上の問題意識を筆者が持つに-!F:った理由は次のとおりである。つまり.国連は1991年末の湾岸戦争に
要する軍事費のー部負目を円本政府にも要請してきたことに端を発するω たばこ特別税は，そのための財
源との{立置づけで，創設が検討されたが，後に|発案とされた。そして， 1-1国鉄長期債務処理法案の今国会
中 (1998年度)の成立に伴い， 1998~12月 1 円より， 20本人l箱230円の製品で半均16.8円と物流コス
トを上乗せした20円の1u'(上げが，たばこ特別税として導.入されるのこの措置による成人は2，245億円
の増収が見込まれ，郵貯特別会計ーからの2，000億円の繰り入れとともに，旧|詞鉄長期債務と国有林野事
業への亦71に一部補i量される。たばこ特別脱創設の背景には， JR各社のうち，とりわけ本島 3flーが「いわ
れなき負担は絶対に受け入れない」とか「憲法訴訟も砕さない!との委勢を崩さないことにも要閃がある。
一部の政党が「旧凶鉄債務と関係ない喫煙者に負担を求めるのは筋違いJと批判するように，たばこ特別
税が.なぜ号場するに至ったかが問題である。
以J-.のIflj題を解くに、"1たり，設定される仮説は，第 1に専売公社を中心としたタバコ専売事業の歴史を
縦柚，第2にH本の経済構造， M業構造および財政措法などの変遷を遠閃とずる各界での議論を横軸とし
た分析が必要となろう。
このような経過を吟味するためには，次のような過科での分析が必要となる。第 1段慨は，縦軸をタバ
コ専先事業の歴史に求め，横柚をいくつかの段階で展開された経営形態に閲する議論に求めることであるの
なお，この議論を本稿では，経常形態転換論争と位誼づけるコ第 2段附は，第 1段陪を踏まえた上で，現
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状分析を試みることである。そして第3段階は，分析の帰結をまとめることである。
さて，本稿の結論の要旨は次の通りである。
旧国鉄長期債務処理とタバコは何ら関係がない。そのような結論に至った経緯は，専売創設の時点、から
財政収入の増大を目的として，専必益金が軍事費の一部に注入されてきた政策の延長線 tにすぎない出米
事である。特定の使途をもたない税金の変形である専売納付金，そしてその後継であるたばこ税は，時代
や状況に応じて，何ら関係のない歳出に充当されてきたのである。何ら関係のない使速にたばこ税が充当
されるのであれば，タバコの製造過程で消費される燃料の点や肺ガンなどの誘発という点からしても.た
ばこ税は，むしろ地球環境保護や健康問題を含めた福祉関連の歳出に供されるべきであろう。
論文審査の結果の要旨
タバコ事業についての従来の諸研究は，財政的見地からの分析.農業問題との関わりでの業タバコ栽培
をめぐる研究，並びに公社研究の一環としての分析，が主要なものであった。しかし1985年4月1Rの株
式会社化を契機に，民営化の意味や背景をIgjう研究が進められつつあり.また経営形態自体に対する関心
も高まってきたc
村上の研究は，国鉄や電電公社に比すれば必ずしも注目度が高くはない専先公社に焦点を当てて， r民
営化」の意味と現状を探ろうとするものである。その際の村上の基本視点、は， (1) r経営形態Jの転換を巡
っては，既に戦後直後に一定の論争があったということとの関わりを重視する点， (2)これら経営形態
に直接・間接にかかわる諸論議を葉タバコ耕作農家，その政治的代表たる自民党農林脹.歳入確保と「天
下り先」確保を企凶する大蔵官僚，職員，夕，<コ販売庖.およびアメリカの「タバコ・トラスト lの意向
を背景とした米国の通商代表の立場などを整理しながら迫ろうとする点， (3)戦後改革期と，第2次臨時行
政調査会期の改革論議を横軸に置き，それらを戦前の専売局時代.および戦後の公社時代の「経宙実態」
を概観してつなごうとする点.を章視するところにあり，そこに村上の研究の特徴を見いだすことが出米る。
公社時代の審議会等の議論および第2次臨時行政調査会下での「民営化」をめぐる諸階層の攻防を整理
し，村上は1985年の専売公社民常化の性格を， r形式上の民営化と実質的な専売制維持(葉タバコ場売の
維持，製造専売の維持，指定制・定価制の維持)との妥協」と結論づける。さらに， r民営化」後のJTの
経営状況についてふれ， r実質的な専売制ーI-~主席農家の所得保障を電視した葉タバコ買入価格決定メカ
ニズム，たばこ税の存続，流通システム上の「公社時代Jの影響ーや大蔵官僚主配の残存を指摘している。
ただし全面的な分析とは弓えないが，製造面における外資との競合，また子会社形成を通じた流通経路
の再編成，あるいは未知の点が多々あるとはいえ!事業多角化Jへの槙索などの「新たな動き|にも注目
している。
ただし江戸時代の「藷専売」から現代までという幅広い時代傾域をも取り扱っており，それだけに
(要点」を指摘するにとどめざるを得ず，展開と分析が散漫になってはいないかという恐れがある点.お
よび結論を急ぎすぎるためか文意の通じにくい両所が幾っか見受けられ，そのために，入念に績み章ねて
いる文献収集の成果が必ずしも牛、かし切れていないのではないかという点が指摘される。
なお今後の研究のためにやj言しておけば，第1に戦後の公社化と1980年代の「民営化」を結ぶ分析がや
や稀薄であり.この点、の充実が守.まれる〉第 2には経常形態の転j換があったとはいえ実質的には従米の専
売公社時代の条件が維持されてL、ると結論づけているが.JTの現状・実態についてのさらに深い分析によ
って. r形態転換|それ自体のもつ意味か浮かび、上がる可能性があるのではないかと思われる点であるe
今後の研鍋を期待するところである。
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若丁ーの問題点および今後の謀題が指摘されつつも，テーマ設定とそれに関わる展開は明確であるしま
た丹念な資料収集と整聞に基づいた論文となっており.歴史研究として必要とされる要件もト分にクリア
している。よって博士(経笛学)を授与するに値するものである。
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